
https://www.douyuukai.jp/

 

 

 

 

 

教育合同委員会 

提 言 書 

 

 

学校と地域社会（産業界）が共に創る新しい学び 

～“とちぎ型探究”の確立を目指して～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 8（2026）年 3月 

 

 

   公益社団法人 栃木県経済同友会 

 

 

 

 



栃木県知事   福 田 富 一 様 

栃木県教育委員会 教育長 中 村 千 浩 様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益社団法人 栃木県経済同友会 
 
筆頭代表理事  藤 井 昌 一 

代 表 理 事    清 水 和 幸 

                                              
                                             
社会問題委員会 
                       
委 員 長  吉 原 正 博 
 
副 委 員 長  新 井 孝 則 
 
副 委 員 長  上 野 勝 弘 
 
副 委 員 長  木 内 久 生 
 
副 委 員 長  関 口 快太郎 
  
副 委 員 長  吉  田   元 
 
 
社会貢献活動推進委員会 
 
委 員 長  橋 本 恵 美 
 
副 委 員 長  石  川 英 明 
 
副 委 員 長  小 川 拓 矢 
 
副 委 員 長  古 口 勇 二 
 
副 委 員 長  轟   昂 洋 
 
副 委 員 長  名 村 史 絵 
 
副 委 員 長  羽 石 和 樹 
 
副 委 員 長  早 川 聖 子 
 
アドバイザー  大 西 盛 明 
 
アドバイザー  田 村   晃 
 
アドバイザー  林   明 夫 



目   次 
 
 
 
 
序．提言書の骨子 
 
 
 
Ⅰ はじめに…………………………………………………………………１ 
 
 
 
Ⅱ 栃木県の教育現場における現状と課題…………‥‥‥…‥‥……２ 
 
 
 
Ⅲ 提言……………………‥‥……………………………………………６ 
 
 
 
Ⅳ むすびに………………………………………………………………１３ 
 
 
 
（参考）調査研究に関する活動記録……………………………………１５ 
 
 
 
（参考）高等学校の探究学習に関するアンケート結果………………１７ 
 
 
 
（参考資料）高校生と地域社会の関わりに係る実態調査（結果速報） 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社……２６ 
 
 
 
社会問題委員会 名簿……………………………………………………２９ 
 
 
 
社会貢献活動推進委員会 名簿…………………………………………３１ 
 
 
 
 
 



Ⅰ はじめに（背景） 
先行き不透明なVUCAの時代においては、豊かな発想力を備え、多様な価値観を持ち、他者と協働し
ながら課題に向き合い、自ら解決策を創出できる人材が求められている。こうした社会の急速な変化
を背景に、学校教育においても自ら課題を設定し、探究し、解決へと導く実践的な力を育成する「探
究型学習」への転換が求められ、新たな教育が導入されている。 
本委員会では、社会から問題解決能力や主体性が強く求められる時代に対応した人材育成の必要性に
着目し、「時代の変化に対応する学校教育のあり方」をテーマとして調査・研究を行った。 

Ⅳ むすびに 
企業だけでなく、教育現場においてもこれからの社会が求める人材像を正しく理解し、それに対応
した人材育成へと意識を変えていくことが不可欠となっている。こうした背景を踏まえ、探究学習
先進校等から、教育現場と地域社会（産業界）がつながることの重要性、そしてその関係性こそが
これからの人材育成の鍵であることを学んだ。 
地域に根差した学校教育のあり方を改めて見つめ直し、「とちぎらしい人材」を地域全体で育んでい
きたいと願い、むすびとする。 

序．提言書の骨子 

  

  

  

  
  

  
  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

■ 現代の新たな学び「探究学習」の質的向上と教育格差の解消に向けて取り組むべき施策 
 
１．探究学習を支える学校と地域社会（産業界）の連携強化 
➢ 学校と企業の「本音の対話」機会の創出（産学合同ワークショップの設計） 
➢「探究型インターンシップ」の推進 

２．探究学習の資質・能力を育てるための仕組みづくり 
➢「地域教育コーディネーター」の全学校への配置と公費負担の抜本的拡充 
➢「民間校長制度」の戦略的導入による学校経営改革 
➢「探究フォーラム」等のオンライン配信強化 

３．地域企業情報を集約したポータルサイトの整備 
➢「栃木県版キャリア形成支援ポータルサイト」へ大幅刷新 
➢「高校生向けインターンシップ」に特化した検索機能の導入 
➢ 行政部局間（知事部局と県教育委員会）の壁を越えた運営体制の構築 
➢ 保護者向け周知と意識変革の促進 

Ⅱ 本県の教育現場における現状及び課題 
１．教育現場と地域社会（産業界）の接点不足 
学校と地域社会をつなぐ人材や部署が存在せず、協力関係が築きにくい状況である。 

２．教員体制、指導力不足・教育格差（属人化） 
教員が通常事業と探究学習を両立することの困難さから学校間および教員間で意識・指導力・ノ
ウハウに格差が生じている。 

３．財政・人的支援不足 
コーディネーター等に必要な費用を確保できず新たな学びの質的向上に支障をきたしている。 

４．地域企業の情報が得にくい 
地域企業へのインターンシップ等受入協力依頼に必要な地域企業情報が取りにくい状況。 

Ⅲ 提言 
「「学校と地域社会（産業界）が共に創る新しい学び －“とちぎ型探究”の確立を目指して－」 
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Ⅰ はじめに 
  

日本の学校教育は、幼稚園から高等学校、大学に至るまで、教育段階ごとに体系的

なカリキュラムが整備され、文部科学省が策定する「学習指導要領」に基づき、全国

共通の教育内容が実施されてきた。これにより、地域差を抑えつつ、一定水準の学力

や知識の定着が全国的に保証されてきたことは、日本の学校教育の大きな成果である。 

 

一方で、知識量や暗記を重視する、いわゆる「詰め込み型教育」や評価中心の指導

が長年にわたり指摘されてきた。その結果、創造性や主体性、さらには自ら課題を発

見し、解決する力が十分に育まれていないのではないかという問題意識が、教育界の

みならず産業界からも示されている。また、学校教育が学校内で完結する傾向が強く、

地域社会との連携が十分に図られていない点も、今日的な課題の一つである。 

 

先行きが不透明なＶＵＣＡ※の時代においては、豊かな発想力を備え、多様な価値

観を持ち、他者と協働しながら課題に向き合い、自ら解決策を創出できる人材が求め

られている。こうした社会の急速な変化を背景に、学校教育においても、知識の習得

を主とする「詰め込み型学習」から、自ら課題を設定し、探究し、解決へと導く実践

的な力を育成する「探究型学習」への転換が進められており、義務教育段階を含めた

新たな教育が導入されている。 

このような学校教育改革が進行する中で、我々産業界は、人材を受け入れる立場と

して、「栃木の未来を担う豊かな可能性に満ちた人材を、いかに多く学校現場と共に

育成していくかが重要」と考える。こうした状況を踏まえ、公益社団法人栃木県経済

同友会社会問題委員会および社会貢献活動推進委員会による「教育」合同委員会（以

下「本委員会」）では、問題解決能力や主体性がこれまで以上に求められる時代に対応

した人材育成の必要性に着目し、「時代の変化に対応する学校教育のあり方」をテー

マとして、新たな教育として導入されている探究学習を中心に調査・研究を行ってき

た。 

本書は、その調査・研究の成果を、産業界の視点から提言として取りまとめたもの

である。本提言が、本県をはじめとする教育行政機関や学校現場、さらには地域社会

において広く共有され、将来の本県を担う人材の育成に寄与する一助となることを切

に願うものである。 

 

※「「ＶＶＵＵＣＣＡＡ」」： 

現代社会の 「変動性 (Volatility)」「不確実性 (Uncertainty)」「複雑性 (Complexity)」「曖昧性 

(Ambiguity)」 という 4 つの要素の頭文字を取った造語。将来の予測が困難な状況を表し、ビジネ

スシーンで注目されている。 
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Ⅱ 栃木県の教育現場における現状と課題 

【現状】 

現代の学校教育は、2019 年に始まったＧＩＧＡスクール構想を契機にコロナ禍を

経て、ＩＣＴ化が急速に進展し、大きな転換期を迎えている。中でも「ＳＴＥＡＭ教

育」や「探究学習」といった実践的な課題解決能力を育成する新たな教育が重視され

るようになった。 

探究学習は、学習指導要領において、2020 年度に小学校、2021 年度に中学校、2022

年度に高等学校へと段階的に導入されてきた。小学校、中学校では「総合的な学習の

時間」、高等学校では「総合的な探究の時間」などの科目において探究学習を取り入れ

た授業が行われており、生徒自らが問いを立て、情報を収集・分析し、思考・協働を

通して課題解決を目指す「未来志向の学び」として推進されている。さらに、探究学

習は、経済産業省が提唱している「社会人基礎力※」とも関わりが深く、社会で活躍

できる人材育成を目的としている。 

 

 本県においても 2021 年度から 2025 年度までを対象とする「栃木県教育振興基本計

画 2025－とちぎ教育ビジョン－」において、基本目標Ⅳの「自分の未来を創る力を育

む」や基本目標Ⅴの「豊かな学びを通して夢や志を育む」に探究学習の推進が明記さ

れている。探究学習の本質は、実社会とつながる実践的な学びを通じて、生徒のキャ

リア意識や社会参画力を育む点にある。学内あるいは机上だけでは困難な探究課題の

発見や探究の質を高める助言を得るためには、学外の協力が不可欠である。しかし、

本県においては、以下の課題が探究学習の質の向上を妨げている。 

※「「社社会会人人基基礎礎力力」」： 

経済産業省が 2006 年に提唱した「職場や地域社会で多様な人々と共に仕事をしていくために必要な

基礎的な能力」のこと。「前に踏み出す力」「考え抜く力」「チームで働く力」の 3つの能力と、それ

らを構成する 12の能力要素から成り立っている。 

【課題】 

１１．．教教育育現現場場とと地地域域社社会会（（産産業業界界））のの接接点点不不足足  

本委員会が県内の高等学校に対して実施した「高等学校の探究学習に関するアンケ

ート」※の結果から、学校側では探究学習の質的向上に向けて学外との接点を必要と

していること、また教育現場と地域社会（産業界）との接点が不足していることも大

きな課題であることが確認された。教員対象のアンケートでは、「企業との連携窓口

がない」、「接点がない」など、企業連携が困難との回答が多く見られた。校長アンケ

ートでも「地元企業との連携を取り持つ組織が欲しい」、「地域と学校をつなぐ人材（コ

ーディネーター）の配置が必要」といった声が複数確認された。他方、企業側も学校
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教育の現状を把握しづらく、双方向の関係構築が不十分となっている。 

※※「「高高等等学学校校のの探探究究学学習習にに関関すするるアアンンケケーートト」」  

公益社団法人栃木県経済同友会「教育」合同委員会は、令和 7（2025）年 4月に栃木県内高等学校の

探究学習の実態把握を目的として、県内県立高等学校（79校）および私立高等学校（14校）の校長、

探究学習担当教員、高等学校 3年生を対象にアンケート調査を実施した。 

 

２２．．教教員員体体制制、、指指導導力力不不足足・・教教育育格格差差（（属属人人化化））  

 探究学習の指導が、各学校に委ねられているため、学校長の方針による探究学習に

対する熱量の差や、教員が通常授業と探究学習を両立することの困難さから、学校間

および教員間で意識・指導力・ノウハウに格差が生じている。校長アンケートでは、

「時間的制約が大きい」、「単なる調べ学習に終わる」、「成果が不明確」といった課題

が多く挙げられた。また、教員同士で「探究学習の指導に関するリアルな困りごと」

を共有する場が不足しており、総合的な学習や教科での探究まで細かい情報共有や学

び方についての情報共有は進んでいないところがある。 

 

３３．．財財政政・・人人的的支支援援不不足足  

 本委員会が実施した教員アンケートの結果から、外部機関との連携や教材整備、講

師謝金等に必要な費用を確保できず、探究学習の質の向上に支障をきたしている実態

が明らかになった。約 7割の学校が探究学習に関する予算を「確保できていない」ま

たは「把握できていない」状況である。【図 1参照】 

さらに、予算の有無に関わらず「外部連携を調整する窓口がない」、「講師料等の補

助が欲しい」、「ＩＣＴ環境が整っていない」といった意見も複数寄せられており、財

政的支援体制の不備が探究学習の質の向上を阻む構造的課題となっている。 

【図 2参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教員アンケート結果】 
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【図１】探究学習の予算の有無（教員アンケート）
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４４．．地地域域企企業業のの情情報報がが得得ににくくいい  

教員が探究学習を行なうにあたり、地域企業への協力依頼に必要な企業情報や高校

生のインターンシップ受入先に関する情報を入手しにくい状況にある。 

本県では、若者の県内定着およびＵＩＪターン促進を目的に、就活アプリ「とちま

る就活アプリ」※と就職支援サイト「ＷＯＲＫ ＷＯＲＫ とちぎ」※を運営しており、

これらには大学生向けのインターンシップ情報や企業情報等が掲載されている。両者

は令和元年度からデータ連携を開始し、2026 年 1月現在、1,683 社の企業情報が掲載

されている。一方、平成 28 年 8 月から 9 年間運用されている同アプリのダウンロー

25%

25%
20%

20%

10%

【図２】探究学習を推進する上での教育委員会への要望

（教員アンケート）

情報提供・事例共有
研修・評価制度
人的支援・体制整備
予算・経費支援
環境・その他

県教育委員会への要望

■情報提供・事例共有
地元企業リスト、他校の実践例、行政との連携機会、
10年以上の蓄積がある学校からのノウハウ共有の申し出　等

■研修・評価制度
教員向け研修、教育委員会の理解促進、探究発表の県大会の毎年開催、
大学入試等での評価基準の明確化　等

■人的支援・体制整備
コーディネーターの常勤設置、外部連携窓口の集約、
指導員の加配　等

■予算・経費支援
外部講師謝礼、通信費、交流経費、
フィールドワーク費用への補助　等

■環境・その他 県の推進意欲への疑問、フィールドワークの許容範囲の確認　等
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ド数は、累計約 16,000 件にとどまっている（1 年間あたり平均約 1,800 件）。本県は

毎年 12月頃、公立、私立の高校 3年生向けに就活アプリのチラシを配布しているが、

教員等による積極的な紹介や授業内での活用が進まず、情報が埋もれる傾向があり、

登録状況や実際の認知度に課題がある。 

 

※※「「ととちちままるる就就活活アアププリリ」」  

 とちぎで働き、住む魅力の紹介をはじめ、県内の求人情報や合同企業説明会等のイベント開催情

報など、県内での就職活動に役立つ情報を一括で収集・管理できるスマートフォン向けアプリケ

ーション。 

※※「「ＷＷＯＯＲＲＫＫ  ＷＷＯＯＲＲＫＫ  ととちちぎぎ」」  

 学生や若年者、中高年齢者、障がい者、ＵＩＪターン希望者など様々な求職者を対象に、県内の企

業情報や求人情報に加え、就職活動に役立つセミナーやイベントの案内、とちぎジョブモールの

利用方法等を掲載するサイト。 
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Ⅲ 提言 
本県における探究学習を推進するための施策について以下のとおり提言する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本委員会が行ったアンケート調査等から、探究学習について学校と地域企業とが連

携する場合、教員側は「企業に何を頼めばいいか分からない」、企業側は「単に課題を

教えてほしいと言われても一般論で終わってしまう」といった声があり、双方の「目

線」が合っていない現状が浮き彫りになった。最大の原因は、両者の交流不足である。

教員が社会の動向を自らの知見として吸収すること、また、企業が教育の「支援者」

としての役割を理解することで、探究学習のテーマ設定のレベルアップと学びの質の

向上が実現すると考える。 

 

また、若者の県内定着推進、ＵＩＪターン就職促進に対する有効的な手立ての一つ

は、若者が地元の大人（社会人）と出会い、認められる経験を重ねることである。本

委員会が勉強会講師として招いた教育ベンチャー企業の㈱Prima Pinguino の小野ひ

とみ氏の話では、高校生が地域の大人と交流する機会はまだまだ少ないが、地域の大

人との関係性が深いほど定住意向が高まることが分かっている（三菱 UFJ リサーチ＆

コンサルティングの調査結果）とのことだった。（P.26-28 参考資料） 

探究型インターンシップ等を通じて、生徒が地域社会の「本物の課題」に触れ、企

業のプロフェッショナルから真剣なフィードバックを受ける経験は「自分は社会の役

に立てる」という強い自己効力感※を生む。これが地元企業への関心や愛着へとつな

―探究学習の質の向上と教育格差の解消に向けて取り組むべき施策― 
 
１．探究学習を支える学校と地域社会（産業界）の連携強化 
２．探究学習の資質・能力を育てるための仕組みづくり 
３．地域企業情報を集約したポータルサイトの整備 

提言 ： 学校と地域社会（産業界）が共に創る新しい学び  
～ “とちぎ型探究”の確立を目指して ～

１．探究学習を支える学校と地域社会（産業界）の連携強化 



7 

がり、将来的な県内定着を促進する強力な動機づけとなり得る。本委員会が訪問した

栃木県立佐野東高等学校および足利清風高等学校では、地域の企業と連携した探究学

習やインターンシップを通じて地域企業の「本物に触れる」機会を設けることで、地

域の多様な産業への理解を深めていた。学校と地域社会の連携を深めることは人材育

成と地域定着に貢献できる可能性が高いと感じた。 

 

※※自自己己効効力力感感：：  

目標達成に向けた能力を自分が持っていると認識すること。 

（チャレンジ精神の向上、打たれ強さ、モチベーション維持にメリットがある） 

 

【栃木県教育委員会の役割・取組】 
（１）学校と企業の「本音の対話」機会の創出（産学合同ワークショップの設計） 

現在、県総合教育センター等で行なっている教員向けの講演会やパネルディスカ

ッションに加え、教員と企業が少人数で対話する「産学合同ワークショップ」を

定期開催する。教員が産業界の最前線の課題を自分事として捉えると同時に、企

業側も学校現場の課題や教育課程の変化を正しく理解し、求める人材像について

の目線を擦り合わせる場とする。 

（２）「探究型インターンシップ」の推進 
従来の就業体験型インターンシップを企業のリアルな課題に生徒が挑む「探究型

インターンシップ」へと発展させる。県内の実業高校だけでなく、普通高校も実

践する。地域の大人と交流することで生徒の自己効力感の醸成が図られるととも

に、地域社会の現実に触れることで地元への理解・地元愛の醸成にもつながる。 

 

【栃木県経済同友会の役割・取組】 
（１）経営者と教員との交流ワークショップの企画 

本会が主体となり、会員企業の経営者と中堅・若手教員が参加する「教育×産業・

本音トークセッション（仮）」を企画する。小規模なワークショップ形式として、

教員が授業で即座に使える「生きたビジネスの視点」を持ち帰れる場を提供する。 

（２）教育協力企業の可視化とマッチング促進 

会員企業の中で探究学習協力可能な企業を募り、「探究学習に協力できるか」、「ど

のような探究テーマ（環境・ＤＸ・まちづくり・福祉等）に協力できるか」、「ど

のような方法（施設見学・インタビュー調査・共同研究等）にて教えられるか」

といった情報をリスト化する。 
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質の高い探究的な学びを実現するためには、組織的・継続的な支援体制を構築する

必要がある。アンケート結果が示す通り、約 7割の学校で予算が不明瞭であり、運用

は属人的になっている。熱意ある特定の教員が異動した途端に探究学習が停滞する状

況は、生徒にとって極めて大きな不利益である。コーディネーターを配置するととも

に、予算を仕組み化することが、探究学習を学校の新しい学びとして定着させるため

に不可欠となる。加えて、公費による教員の視察研修も「学び続ける姿勢」を支え、

生徒に対して「大人が学び、挑戦する姿」を見せるという最高の教材にもなると考え

る。 

 

教員の多くは、「自らが専門知識を持たなければ指導できない」というプレッシャ

ーを抱えている。しかし、正解のない問いに挑む探究学習において、教員に求められ

るのは答えを教えることではなく、生徒と共に問い、社会とつなぐ「伴走者」として

の姿勢である。例えば、民間校長の導入により「学校＝閉ざされた空間」という保守

的な文化を壊し、外部人材との協働を当たり前にすることで、教員の意識改革を促す

可能性もあろう。本委員会で視察した茨城県立水海道第一高等学校・附属中学校では、

在籍出向という形で大手広告代理店のクリエイティブ・ディレクターが校長に就いて

いた。茨城県ではすでに「民間校長制度」を導入しており、新たな教育を実現するた

め、多様な経験を有し様々な経歴をもつ人材を校長として登用している。外部人材が

校長になることは、学校文化の刷新・教職員の意識改革に加え、探究学習等の学校外

とつながる教育活動が推進しやすくなるなどの効果が期待される。 

 

また、県内全域で情報を共有する仕組みづくり（県教育委員会主催事業のオンライ

ン配信等）は、地理的な制約や学校の規模に左右されず、すべての生徒に本県の産業

の魅力や社会のリアルを届ける「教育のＤＸ」としても位置づけられる。 

 

 

【栃木県教育委員会の役割・取組】 
（１）「地域教育コーディネーター」の全学校への配置と公費負担の抜本的拡充 

外部機関との調整を専門に担う「地域教育コーディネーター」を各地区または各

校に配置し、教員が担っているアポイント調整や日程管理等の事務負担を極小化

する。併せて、探究学習のための「探究推進予算（仮称）」を創設し、外部講師

謝金、教材整備費、教員の視察旅費・研修費を公費で安定的に担保する。 

２．探究学習の資質・能力を育てるための仕組みづくり 
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（２）「民間校長制度」の戦略的導入による学校経営改革 
 ビジネス界で培ったマネジメント能力、人脈を持つ人材を「民間アドバイザー」

や「民間校長」として公募・登用する。学校を現状よりも、より一層社会に開か

れた学びの拠点とするために、探究学習の質的向上、地域連携の強化、学校組織

の体質改善を目指す。 

（３）「探究フォーラム」等のオンライン配信強化 
 県教育委員会が主催する「探究フォーラム」等の先進事例発表会について、希望

者参加にとどめず「県内全高校一斉オンライン視聴」を義務化する。これを「総

合的な探究の時間」の正式な授業の一コマとして活用することで、教員、生徒が

県内どこにいても質の高い事例から学べる環境を整備し、学校間の情報格差の縮

小を図る。 

 

【栃木県経済同友会の役割・取組】 
（１）「連携協力企業リスト」を活用したマッチング支援の効率化 

自治体が配置するコーディネーターに対し、本会の広範な企業ネットワークを開

放する。企業側の受入窓口を明確化した「連携協力企業リスト」を常に最新化し、

コーディネーターが迷わずマッチングを行える環境を提供する。 

（２）民間知見による学校経営の革新 

次世代の経営を担う人材や長年ビジネスの第一線で活躍してきた本会会員企業の

ＯＢ・ＯＧに対し、学校教育への参画を呼びかける。将来的な「民間校長」の候

補者層として、学校運営に助言を行うアドバイザー等の派遣も検討していく。 

（３）外部評価の導入による探究活動の質的向上と意欲喚起 

オンライン配信される「探究フォーラム」や各校の探究発表会等に対し、本会か

ら審査員や助言者を派遣する。併せて、同フォーラムが優れた活動に対して行う

表彰の一つとして、「栃木県経済同友会賞」を設けてもらい、生徒の自己効力感を

醸成する。 

 

 

 

本委員会のヒアリングおよび調査により、探究学習の連携先探しは、教員個人の「人

脈」や「熱意」に依存しており、これが学校間・教員間の教育格差につながっている

ことが確認された。生徒自身が授業中にタブレット等で地域企業（探究学習協力企業）

を検索できるインフラが整えば、教員の事務的負担は大幅に軽減され、教員は本来の

３．地域企業情報を集約したポータルサイトの整備 
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役割である「伴走者（ファシリテーター）」としての指導に集中できる。属人的運用

を改め、探究学習を組織的に継続するうえで重要な鍵と言える。 

 

また、探究学習の質的向上と若者の県内定着の促進を同時に実現するためには、学

校現場を所管する県教育委員会事務局と産業情報・就労支援施策等を所管する知事部

局（産業労働観光部労働政策課等）が、その目的を共有し、情報・制度・現場支援を

一体で進めることが不可欠である。特に、外部連携の調整機能と情報基盤の整備は、

教育行政のみでは完結しない領域であり、部局間横断の推進体制を前提に設計する必

要がある。県労働政策課が運営する既存のポータルサイトの企業情報を再整備し、部

局間が連携してプラットフォームを運営することで、企業側の「情報周知ニーズ」と

学校側の「学習ニーズ」がより的確にマッチングされ、官民一体の先進モデルが構築

できると考える。（P.12 運営体制イメージ図参照） 

 

保護者等の進路観として「県内には魅力的な就業先が少ない」といった認識が若者

流出に影響している側面も否定できない。ポータルサイトを通じて、最新の県内産業

情報や地元企業の実態を親世代に届けることは、若者の県内定着に向けた有効な取組

となる。 

 

【栃木県（知事部局）と栃木県教育委員会の役割・取組】 
本県における若者の県内定着とインターンシップ等における「地域社会との接続」

を質的に担保するため、既存の就職支援ツールを抜本的に再定義し、県総合教育セン

ターのサイトと連携することを提言する。単なる求人検索ツールではなく、生徒・教

員・保護者が日常的に活用する「教育・キャリア形成の基盤インフラ」へと進化させ

る。 

（１）「栃木県版キャリア形成支援ポータルサイト」へ大幅刷新 

「とちまる就活アプリ」および「ＷＯＲＫ ＷＯＲＫ とちぎ」を機能拡張・利用

対象者拡大、地域の企業情報の充実の観点から再整備する。また、県総合教育セ

ンターのサイトと連携し、教職員も企業情報を検索・活用できる導線を整える。 

（２）高校生向けのインターンシップ受入れに特化した検索機能の導入 
  教員・生徒が授業等で即時活用できるよう、高校生向けインターンシップ受入企

業の検索軸を実装する。受入条件、期間、プログラム内容等を明記し、学校側の

事務負担を軽減する。 

 ※探究学習協力企業情報に関しては、前記１．で述べた本会ホームページに記載す

る「連携協力企業リスト」（県総合教育センターとリンクする）からも情報を得

られるようにする。 
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（３）行政部局間の壁を越えた運営体制の構築 
県教育委員会事務局と知事部局（産業労働観光部労働政策課等）が緊密に連携し、

刷新したポータルサイトを学校の学習活動等に活用するとともに、「とちぎ企業

情報プラットフォーム」を一体的に運営する。この体制のもと、県労働政策課が

学校現場へ直接出向いてアプリの導入説明や研修を行うなど、ポータルサイトの

利用促進を計画的に進める。さらに、県、県教育委員会、産業界等が個別に持つ

各々のポータルサイトから企業情報をプラットフォーム内で共有できるよう整備

し、「新しい学び」を栃木県全体で横展開できるような運営体制の構築を目指す。

（P.12 運営体制イメージ図参照） 

（４）保護者向け周知と意識変革の促進 
進路決定に影響力を持つ保護者にもポータルサイトの利用を促し、スマートフォ

ンから手軽に「地元企業」や「最新の産業動向」を把握できる環境を整える。「栃

木には働く場所がない」という誤解の解消に向け、福利厚生、社会貢献、ＵＩＪ

ターン事例等も含めた情報提供を強化し、親子で地域の魅力を語り合える土台を

つくる。 

 

【栃木県経済同友会の役割・取組】 
（１）企業情報の可視化と共有 

本会会員企業（約 300 社）に対し、前記１．で述べた「連携協力企業リスト」を

本会ホームページで提供する。（県教育委員会や各学校がアクセスしやすい県総合

教育センターホームページとリンクする） 

（２）ポータルサイト活用ワークショップ等の開催 

本会主催による教員との交流機会を通じ、ポータルサイトを実際に使いながら「授

業でどのように活かせるか」を共に考えるワークショップ等を実施する。サイト

内の情報を活用した授業案のヒントや無理のない連携のあり方について、意見交

換を重ねる。こうした双方向の対話を通じ、学校現場にとって真に使いやすい形

でのサイト定着を緩やかに後押ししていく。 
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【栃木県版キャリア形成運営体制 イメージ図】 
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Ⅳ むすびに 

 経済産業省が 2022 年 5 月末に公表した「未来人材ビジョン」では、これからの

社会で求められる人材像として、次代を切り拓く若い世代に対し、「創造力」、「探求

心」、「社会貢献意欲」、「協調性」の育成が重要であると提言している。また、同省

が 2006 年に提唱した「社会人基礎力」を大学生や新社会人だけでなく、高校段階で

実践的に高めることが重要視されている。知識偏重の教育だけではカバーしにくい

「主体性」、「協働性」、「問題解決力」などを社会に出る前の準備期間である高校教

育段階で意識的に育まなければならない。企業だけでなく、教育現場においても社

会が求める人材像を正しく理解し、それに対応した人材育成へと意識を変えていく

ことが不可欠となっている。 

こうした背景を踏まえ、本委員会では、栃木県の未来を担う人材の育成に向け、

教育界と地域社会（産業界）の連携強化を促す具体的方策について調査・研究を行

ってきた。その一環として、県外先進校を視察した。大阪府茨木市の追手門学院中・

高等学校では、探究学習を専門に担当する教員が 6名配置され、生徒が社会とつな

がり楽しみながら学べる環境が整えられていた。また、徳島県神山町の神山まるご

と高専では、地域住民や起業家など、学校外の多様な人々との対話や協働を通じて

社会とつながり、自信を持って「自ら考え、行動する力」を育む教育が実践されて

いた。これらの事例から、教育現場と地域社会（産業界）がつながることの重要性、

そしてその関係性こそが、これからの人材育成の鍵であることを学んだ。 

地域に根差した学校教育のあり方を改めて見つめ直し、本提言に示した具体的な

取組を教育現場も産業界も粘り強く進め、「とちぎらしい人材」を地域全体で育んで

いきたいとここに強く願い、むすびとする。 

 

 

■ 社会問題委員会 委員長 吉原 正博 

本委員会はこの二年間、栃木県の未来を担う人材育成を見据え、教育界と地域社

会（産業界）の連携強化に向けた調査・研究を重ねてまいりました。学校現場を視

察してまず感じたのは、私たちが経験した暗記中心・一方向型の授業とは異なる学

びが、すでに広がっているという事実です。探究型学習への転換により、学習者が

自ら問いを立て、情報を集め、協働しながら答えを見いだす学びが進んでいました。

さらに ICT 教育の進展は、試行錯誤の過程そのものを価値として捉える教育を後押

ししています。産業界が従来の学校像のまま若者を迎え入れれば、教育成果を社会

で十分に活かせないおそれがあります。新たな学びを受けた世代の力を理解し伸ば

す受け皿へ、企業自身の歩みも求められると感じました。 

また、全国の先進事例から、若者の可能性と自主性を引き出す教育は学校だけで
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は成り立ちにくく、産業界との連携、地域に根ざした知見の蓄積、外部人材を含む

教育人材体制が整ってこそ持続することを学びました。特色ある取組には、目的の

共有、挑戦を受け止める文化、伴走する大人の存在、そして連携を善意ではなく仕

組みとして支える工夫が共通しています。教育の変化に応えていく姿勢が、これか

らの地域の力を大きく左右すると考えます。 

本提言の三つの方向性を出発点に、県・教育委員会・産業界が対話と実践を重ね、

学校の探究を地域課題や産業の現場と結び付ける機会が広がっていくことを期待

しております。その際、連携窓口の明確化、コーディネート機能の強化、企業側参

画メニューの整備、地域企業情報を集約したポータルサイトの整備など、基盤づく

りが重要になります。連携の積み重ねが新たな発想と実践を生み、若者が地元で学

び挑戦し活躍できる循環が広がるものと考えます。関係者の皆様のご尽力に深く感

謝申し上げ、結びの言葉といたします。 

 

■ 社会貢献活動推進委員会 委員長 橋本 恵美 

令和 6 年度から 2 年間、「栃木の未来を担う人財の育成」を教育合同チームのテ

ーマとして調査研究を行いました。中学校卒業者が令和 17 年までに現状から約 3

割減少と予測される栃木県。将来人を採用する企業としても大きなインパクトで、

いかに栃木の教育を発展させ、よい「人財」を育成するか、そしてその先に「未来

の担い手」となってもらうか、が重要課題です。   

教育現場では、学習指導要領に基づき過去からの「知識詰め込み」一辺倒から変

換して、環境変化の激しい時代を生き抜くための「探究的」手法の導入が本格化し

ています。教育合同チームでは県内外の学校現場での探究学習の先進的な取り組み

を視察し、さらに県内全高校への探究学習導入状況のアンケートを実施して貴重な

知見が得られました。ご協力頂いた関係者の皆様には心から感謝申し上げます。 

今回の調査研究の最後に、令和 7年度「探究フォーラム」で「ポスターセッショ

ン」を見学しました。参加した学生たちが課題の発見から調査・分析・解決策まで

自信をもって発表する姿から、自分が興味のあることを探究する「自主性」「自立心」

こそ学びの土台であり、それを「やり遂げる力」が自信を育むと印象づけられまし

た。しかしながらアンケートによると探究の質を高める「外部の連携先の有無」等

様々な理由から県内の探究学習の環境が一律ではない、との現状が見えました。次

回の「探究フォーラム」で、県内の全高校から充実した学習成果を発表できるよう

な「教育格差」のない「探究学習先進県とちぎ」が実現することを求めます。 

その一助として教育現場に対してもっと地域社会（産業界）が連携して支援する

ことが必要であり、「人財」をつくる・増やす為に、教育現場（教育委員会）、行政

（栃木県）、そして地域社会（産業界）が一体となり、共に育てる「共育」が当たり

前だという価値観を社会全体で共有して実践することを切に願います。 



15 

（参考）調査研究に関する活動記録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和６年度委員会活動

日時 内容 場所 参加人数

4月 12日 第1回委員長会議 事務局会議室 2名

4月 16日 県教育委員会教育政策課　ヒアリング 県教育委員会 2名

5月 20日 第1回正副委員長会議 事務局会議室 14名

6月 19日 第2回委員長会議 事務局会議室 2名

6月 25日
第1回合同委員会（講演聴講）
・講演①：「栃木県教育振興基本計画について」（県教育委員会　大高裕一氏）
・講演②：「教育振興基本計画について」（文部科学省総合教育政策局　沼澤綾子氏）

産業会館会議室 22名

8月  9日 第3回委員長会議 事務局会議室 2名

8月 21日 第2回正副委員長会議 事務局会議室 9名

8月 29日 第4回委員長会議 事務局会議室 2名

9月 19日 第5回委員長会議 事務局会議室 2名

10月10日
第2回合同委員会（講演聴講）
・講演：「高等学校　探究的な学習のあり方について
　　　　～時代の変化に対応する学校教育のあり方～」（早稲田大学　田中博之氏）

産業会館会議室 15名

10月23日 第6回委員長会議 事務局会議室 2名

10月29日 県教育委員会教育政策課　ヒアリング 県教育委員会 2名

10月31日 県総合教育センター　　　ヒアリング ZOOM 2名

11月 1日

5経済同友会教育担当委員会交流会
・視察：さいたま市立大宮国際中等教育学校
・情報交換会：テーマ１「教師と企業人との交流の必要性」
　　　　　　　テーマ２「若者を地元に戻す（残す）ために」

埼玉県 9名

11月20日
～  21日

第3回合同委員会（大阪、徳島視察）
・視察先：追手門中学校・高等学校（大阪府茨木市）、
　　　パソナグループ淡路島（兵庫県淡路市）、神山まるごと高専（徳島県神山町）

大阪府、兵庫県、
徳島県

11名

12月11日 第7回委員長会議 事務局会議室 3名

12月12日 県教育委員会高校教育課　ヒアリング 県教育委員会 3名

1月 16日 第3回正副委員長会議 事務局会議室 11名

2月 13日
第4回合同委員会（茨城視察）
・視察先：独立行政法人教職員支援機構、茨城県立水海道第一高等学校

茨城県 10名

3月  3日 第8回委員長会議 事務局会議室 2名

3月 18日 第4回正副委員長会議 事務局会議室 11名

■令和７年度委員会活動

日時 内容 場所 参加人数

5月 15日 第1回委員長会議 事務局会議室 2名

5月 26日 第1回正副委員長会議 事務局会議室 13名

6月 20日 第2回委員長会議 事務局会議室 2名

6月 24日 第2回正副委員長会議 事務局会議室 7名

7月 22日
第1回合同委員会（講演聴講）
・講演①：「地域と共に創る教育」（島根大学　 中村怜詞氏）
・講演②：「教育×地域の新しいカタチとは？」（㈱Prima Pinguino 小野ひとみ氏）

産業会館会議室 18名

8月 28日 第3回委員長会議 事務局会議室 2名

9月 4日
～  5日

5経済同友会教育担当委員会交流会
・視察①：群馬県総合教育センター「つなサポ」
・視察②：共愛学園前橋国際大学
・事例発表：県立伊勢崎清明高校、ぐんま探究コンソーシアム　他
・グループ討議

群馬県 9名

9月 11日
第2回合同委員会（栃高視察）
・視察先：栃木県立栃木高等学校

栃木市 15名
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■令和７年度委員会活動

日時 内容 場所 参加人数

10月17日 第4回委員長会議 事務局会議室 2名

10月24日
第3回合同委員会（佐野東、足利清風視察）
・視察先：栃木県立佐野東高等学校、栃木県立足利清風高等学校

佐野市、足利市 11名

11月13日 第5回委員長会議 事務局会議室 2名

11月20日
第4回合同委員会
・５経済同友会教育担当交流会振り返り
・県内視察の振り返り

宇都宮商工会議所
会議室

13名

12月 3日 第5回委員長会議 事務局会議室 2名

12月15日 第3回正副委員長会議 事務局会議室 10名

1月 14日 第6回委員長会議 事務局会議室 2名

1月 19日
第5回合同委員会
・提言書読み合わせ

宇都宮商工会議所
会議室

14名

1月 30日 第7回委員長会議 事務局会議室 2名

2月 20日 第8回委員長会議 事務局会議室 2名

3月 26日 第4回正副委員長会議 事務局会議室 12名
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（参考）高等学校の探究学習に関するアンケート結果 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高等学校の探究学習に関するアンケート【校長先生】

カテゴリ 傾向・主な内容
合計数
(人)

生徒の成長・能力向上
問題解決能力、論理的思考、主体性、
コミュニケーション能力の向上

18

進路・キャリア形成
進路決定への寄与、自己実現、キャリア発達、
大学入試やその後の学びへの活用

12

成果の創出・評価
発表会の好評、外部評価（SSH等）、コンテスト入賞、
地域連携の成果

8

運用・体制の充実 計画の充実、PDCAサイクルの構築、カリキュラムへの定着 5

課題・否定的な側面
時間的余裕のなさ、調べ学習への埋没、
プロセスの未確立、意欲の低迷

10

「総合的な探究の時間」の方針または目標

カテゴリ 傾向・主なキーワード

思考力・問題解決能力
問題解決能力、探究的な見方・考え方、論理的思考、
創造的な学び

キャリア・自己実現
キャリア教育、自己の在り方生き方、進路実現、
社会で生き抜く力

主体性・学びの姿勢
主体的に取り組む態度、学び続ける力、知的好奇心、
意欲・態度

社会性・地域連携
地域貢献、他者との協働、コミュニケーション、
社会参画、多様性の受容

情報活用・汎用的技能
情報収集・分析、ICT活用、教科横断的な力、
汎用的な能力
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カテゴリー 課題の具体的な内容
合計数
(人)

自走を促す動機づけと工夫
課題設定の導入、興味関心の喚起、成功体験の不足、
生徒間の意欲の差への対応

14

探究スキルの習得・文化の
定着

論理的思考、情報収集・分析方法、プレゼン力、
校内のノウハウ蓄積

10

伴走体制と指導者の余裕
教員の多忙、人員不足、担当者による温度差、
指導体制の未整備

10

活動資源（時間・予算）の
確保

授業時間の不足、他教科との調整、
備品・調査費・謝礼等の予算不足

10

社会連携と出口戦略の
構築

外部機関（大学・企業）との連携、
進路・入試への活用、評価基準の策定

8

その他 特になし 1

分類項目 主な内容・要望
合計数
(人)

探究学習・教育活動への
協力

課題の提供、成果発表会への参加、実験装置の貸出、
インタビュー対応などの実務的な協力。

11

現状の連携報告・継続
既に大学や商工会、財団等と連携しており、今後も継続・
発展させていきたい。

10

連携体制と情報の共有
相談窓口の設置、コーディネーターの配置、企業リスト
（連絡先・内容）の作成・公開。

9

具体的な交流アイデア
講演、ワークショップ、企業見学、PR動画作成、柔軟な発
想を生かしたコラボなど。

4
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探究学習を推進する上での教育委員会に対しての要望

分類項目 主な内容・要望

連携体制・マッチング
地域連携コーディネーターの配置、地元企業とのハブ役、
マッチングネットワークの構築、情報提供。

予算・財政的支援
運営経費の補助、実験実習費の拡充、キャリア教育・講師
派遣のための予算確保、探究活動の予算化。

事例共有・研修体制
他校（先進校・工業高校等）の実践事例や教材の共有、担
当者向け研修会の設定（SSH校の講師等）。

人員配置・負担軽減
校務の精選、適正な人員配置、教員の業務負担軽減のため
の人員増、探究に割く時間の確保。

仕組みづくり・行事
小・中・高の連携の仕組み、情報共有の仕組み、探究の県
大会の開催（生徒のモチベーション向上）。

高等学校の探究学習に関するアンケート【探究学習担当教員】
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回答理由

分類項目 主な内容

課題発見・課題解決力の
育成

自ら課題を見つけ、仮説を立て、計画し、実行し、検証す
る一連のプロセスが社会の基本になる。不確実な社会で必
要な「自分で考える力」が育つ。

情報収集・分析・判断・
表現のスキル

情報を集め、整理し、分析し、発表する力が社会で必須。
データリテラシーや論理的思考が育つ。

コミュニケーション・協
働性の向上

他者と議論し協力する経験が社会で役立つ。
多様な価値観を受け入れる力が育つ。

主体性・自律性・やり抜
く力の育成

受け身ではなく、自ら動く姿勢が身につく。
困難に直面しても粘り強く取り組む力が育つ。

社会への関心・視野の拡
大・キャリア形成

社会課題に目を向けるようになる。
自分の将来を深く考える機会になる。

実体験・フィールドワー
クの価値

机上では得られない学びがある。
実社会との接続が強まる。

役に立たない／限定的と
いう意見

テーマによっては社会での応用が難しい場合がある。

カテゴリ 生徒に見られた具体的な成長・変化（回答理由）

主体性・マインドの変化
指示待ちではなく「自分が動かなければ始まらない」とい
う自覚が芽生えた。自発的に問いを立て、地域や外部へ自
ら動き出すなど、能動的な姿勢への変容が見られる。

スキルの獲得・向上

情報収集、データ分析（グラフ作成等）、論文執筆、プレ
ゼンテーション能力が向上。特に大学進学後、これらのス
キルが実際に役立っているという卒業生のフィードバック
がある。

51%

27人

49%

26人

探究学習は社会に出て
役に立つと思いますか。

とてもそう思う
そう思う
あまりそう思わない
そう思わない
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対人・社会性の発達
他者の意見を「自分とは違う新しい視点」と捉える受容性
が育った。仲間と協力して一つの課題に取り組む中で、コ
ミュニケーション能力や調整力が目に見えて向上した。

自己肯定感・進路意識
「自分は頑張った」「自分の言葉で表現できた」という自
信がつき、自己肯定感が高まった。探究活動が進路選択の
動機付けとなり、進路目標が明確化する生徒が増えた。

思考の深化と具体化
単なる調べ学習で終わらず、物事を深く多角的に考えるよ
うになった。抽象的なアイデアを具体的な形にする（具現
化する）プロセスを経験し、創造性が養われた。

現状の課題と格差

全員に一律の変化があるわけではなく、班や個人による熱
量の差（二極化）がある。また、正解のない学習に戸惑う
生徒もおり、真の成果が出るにはまだ時間が必要という実
態もある。

探究学習の指導を行っている上での課題（重複あり）

分類項目 主な内容
合計数
(人)

指導・評価の方法
適切なテーマ設定、評価基準の策定、統計処理や科学的考
察の指導、生徒の自主性と介入のバランス、工業等の専門
性と探究の両立。

25

教員の体制・意識
指導スキルの格差、モチベーションや理解度の違い、業務
過多（人員不足）、推進者の孤立、校内での共通理解の欠
如。

19

外部連携・リソース
地域・外部機関との連携ノウハウ、フィールドワークの実
施困難、経費（予算）の不足、時間的制約（コンテスト参
加まで至らない）。

16

その他 特になし、あるいは現状では未評価等 3
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地元企業や地域団体との連携に関しての要望、アイデア

カテゴリ 主な内容

実社会とリンクした探究
活動の質向上

企業が抱えるリアルな課題への挑戦や、専門家による助
言・フィードバックを得ることで、教科書に閉じない「生
きた学び」を実現し、生徒の主体的・対話的な深い学びを
促進する。

社会参画への意識とキャ
リア形成

地域の大人や企業人と日常的に交流し、社会の多様な価値
観や「働く現場」の熱量に触れることで、郷土への理解を
深めるとともに将来の進路選択に対する目的意識を養う。

連携を加速させる環境・
体制の構築

コーディネーターの配置や学校施設の開放、企業リソース
（データバンク等）の活用など、組織的な協力体制を整え
ることで、カリキュラムの柔軟性を高め、持続可能な外部
連携を推進する。

探究学習を推進する上での教育委員会に対する要望

カテゴリ 主な内容（統合）

人的支援と体制の構築

外部連携を円滑にするためのコーディネート窓口や、探究
アドバイザーの常駐設置を求める。各校での連携先開拓に
は限界があるため、学校・地域・専門家をつなぐ組織的な
人的支援が不可欠である。

財政支援と環境整備

外部講師の派遣費用や講師料の補助、フィールドワークや
生徒間交流に伴う諸経費の捻出を求める。また、モチベー
ション向上に繋がる県大会の開催や、他校の実例・情報の
共有場所を必要としている。

指導力の向上と理解促進

教員向けの研修会実施や、行政・教育委員会側の探究学習
に対する理解深化を求める。進路決定における評価の在り
方の提示や、連携に積極的な地元企業・団体情報の提供な
ど、具体的な指針が必要とされている。
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高等学校の探究学習に関するアンケート【高校３年生】

その他の概要

カテゴリ 内容の具体例

技術・ものづくり
プログラミング（Python, ドローン, 3DCG）、製作、もの
づくり、修理、野球部備品の整備

発表・プロジェクト
マイプロジェクトアワード、研究発表、宇都宮の高校が集
まって発表、料理コンテスト、高校生RING

資格・教科学習
簿記（日商簿記2級）、検定勉強、専門科目に関わった活
動、授業、実習

学校プログラム
SSH（スーパーサイエンスハイスクール）、課題研究、探
究学習の実践、エイサー体験、

その他
アンケート・質問、対策などを自分で考える、その時に
よってちがう
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その他の概要

カテゴリ 内容の具体例

ポジティブ・成長
調べる力がつく、知識を広められる、人前に出る力が身に
つく、新しい技術の習得、正解がない視点

受験・実用性 受験に有利になる、入試に役立つ、今の世の中がわかる

グループ学習への意見
協力して取り組める反面、目的意識の差で難しくなる、
テーマの自由度が低い

ネガティブ・負担
大変、疲れる、難しい、考えるのがたいへん、緊張するの
で苦手、時間がかかる

不満・制度への要望
学校の規制でやりたいことができない、1人でやりたい、
やる気が出ない

回答理由

カテゴリ 具体的なコメント例（短縮版）

自己理解・興味の明確化
興味や適性が明確になり、自身の強みと課題を客観的に自
覚できた。今まで気づかなかった新しい自分の一面を発見
する機会となった。

学問・探究への理解深化
専門知識やSDGsへの理解が深まった。探究の難しさと楽し
さを知り、現場の生きた情報に触れる貴重な経験ができ
た。

将来の展望・進路意識
大学での学びや将来の職業を具体的に描けた。今の学習が
キャリアに続く道筋だと実感し、迷いが消えて目標が定
まった。

思考力・スキルの変化
多角的な視点や論理的構成力が身についた。考えを言語化
して伝える大切さを学び、仮説を立てて考える習慣がつい
た。
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他者交流・社会性の向上
多様な意見に触れて視野が広がった。共同作業を通じて協
力の達成感を知り、他者の視点を取り入れる重要性に気づ
けた。

意欲の向上と今後の課題
学習意欲が高まると同時に、自身の知識不足も痛感した。
この気づきを活かし、今後はより主体的に学校生活へ取り
組みたい。

回答理由

カテゴリ 具体的なコメント例（短縮版）

自己理解・興味の明確化
自分の興味ある分野や適性が明確になった。強みや足りな
い能力を客観的に自覚でき、新たな自分を発見する機会と
なった。

学問・探究への理解深化
専門知識やSDGsへの理解が深まった。研究手法や物事を深
掘りする難しさと楽しさを知り、現場の生きた情報に触れ
る経験となった。

将来の展望・進路意識
大学での学びや将来の職業の具体像が見えた。今の学習が
キャリアへ続く道筋であることを実感し、進路への目標が
定まった。

思考力・スキルの変化
多角的な視点や論理的な構成力が身についた。自分の考え
を言語化して他人に伝える大切さを学び、仮説を立てて考
える習慣がついた。

他者交流・社会性の向上
多様な意見に触れて視野が広がった。共同作業を通じて協
力の達成感を知り、他者の視点を取り入れることで新しい
着眼点に気づけた。

意欲の向上と今後の課題
学習意欲が高まると同時に、自身の知識不足も痛感した。
この気づきを活かし、今後はより主体的に学校生活へ取り
組む姿勢ができた。
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【出所】三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング 「高校生と地域社会との関わりに係る実態調査」、 
「高校生活と地域に関するアンケート調査結果」より引用 
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【社会問題委員会　名簿】 （敬称略）
№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名
1 委員長 吉原　正博 ㈱カナメ 代表取締役社長
2 副委員長 新井　孝則 栃木トヨタ自動車㈱ 代表取締役社長
3 副委員長 上野　勝弘 上陽工業㈱ 代表取締役
4 副委員長 木内　久生 ㈱五光 代表取締役社長
5 副委員長 関口　快太郎 ㈱関口トレーディングカンパニー 代表取締役
6 副委員長 吉田　　元 関東自動車㈱ 代表取締役社長
7 筆頭代表理事（～R7年6月） 松下　正直 ㈱足利銀行 取締役会長
8 筆頭代表理事 （R7年7月～） 藤井　昌一 藤井産業㈱ 代表取締役社長
9 代表理事 （～R7年6月） 喜谷　辰夫 トヨタカローラ栃木㈱ 代表取締役会長
10 代表理事 （R7年7月～） 清水　和幸 ㈱足利銀行 取締役頭取
11 委員 荒井　　大 ㈱あしぎん総合研究所 代表取締役社長（～R7年3月）

12 委員 飯塚　真規 ㈱ＴＫＣ 代表取締役社長
13 委員 池田　　宰 宇都宮大学 学長
14 委員 石川　尚子 オリオンコンピュータ㈱ 代表取締役
15 委員 石川　　均 トヨタウッドユーホーム㈱ シニアエグゼクティブアドバイザー

16 委員 板橋　信行 ㈱板通 代表取締役社長
17 委員 茨木　亮吉 東京海上日動火災保険㈱ 栃木支店長　（R7年4月～）

18 委員 入谷　利英 宮パーツ㈱ 代表取締役社長
19 委員 大倉　義弘 三菱電機㈱　関越支社 支社長
20 委員 小野寺　理文 関東職業能力開発大学校 校長
21 委員 加藤　謙一 放送大学栃木学習センター 所長　（R7年5月～）
22 委員 川口　篤史 ㈱川口鉄筋建設 取締役会長
23 委員 小板橋　博幸 ㈱大一不動産 代表取締役
24 委員 五家　真佐江 行政書士五家真佐江事務所 所長
25 委員 児玉　博利 (税)児玉税経 代表社員
26 委員 後藤　正人 國學院大學栃木短期大学 学長
27 委員 齋藤　慎一 ㈱ダイサン 代表取締役社長
28 委員 須山　光男 ㈱須山液化ガス 代表取締役社長
29 委員 高瀬　佳子 東京電力エナジーパートナー㈱北関東本部 栃木支店長　（R6年7月～）

30 委員 高橋　　学 東京海上日動火災保険㈱ 執行役員　栃木支店長（～R7年3月）

31 委員 竹川　和宏 損害保険ジャパン㈱ 栃木支店長　（R7年4月～）

32 委員 田嶋　富夫 ㈱宝栄 代表取締役
33 委員 富塚　　保 七浦建設㈱ 代表取締役
34 委員 内藤　善寛 ㈱あしぎん総合研究所 代表取締役社長（R7年4月～）

35 委員 名村　史絵 三信電工㈱ 代表取締役
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（敬称略）
№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名
36 委員 林　　明夫 ㈱開倫塾 代表取締役社長
37 委員 堀　　憲之 小山工業高等専門学校 校長　（～R7年4月）
38 委員 松原　維一郎 吉澤石灰工業㈱ 代表取締役社長（R7年8月～）

39 委員 丸山　眞人 金谷ホテル㈱ 代表取締役会長兼社長
40 委員 吉田　謙一郎 獨協医科大学 学長
41 委員 渡邊　　弘 作新学院大学　作新学院大学女子短期大学部 学長
42 委員 渡部　　渉 ㈱カナメ 取締役会長
43 事務局 須賀　憲夫 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R6年度）
44 事務局 菅俣　宗良 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R7年度）
45 事務局 手塚　隆之 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R6年度）
46 事務局 荒井　　大 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R7年度）
47 事務局 長谷　智子 （公社）栃木県経済同友会 マネジャー
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【社会貢献活動推進委員会　名簿】 （敬称略）
№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名
1 委員長 橋本　恵美 栃木小松フォークリフト㈱ 代表取締役会長
2 副委員長 石川　英明 宇都宮精機㈱ 代表取締役社長
3 副委員長 小川　拓矢 ㈱ユーユーワールド 代表取締役社長
4 副委員長 古口　勇二 ㈱古口工業 代表取締役
5 副委員長 轟　　昂洋 日豊工業㈱ 代表取締役社長
6 副委員長 名村　史絵 三信電工㈱ 代表取締役
7 副委員長 羽石　和樹 ㈱ローラン 代表取締役社長
8 副委員長 早川　聖子 三井住友信託銀行㈱宇都宮支店 支店長
9 アドバイザー 大西　盛明 ㈱オニックスジャパン 代表取締役会長
10 アドバイザー 田村　　晃 ㈱アイディ 代表取締役
11 アドバイザー 林　　明夫 ㈱開倫塾 代表取締役社長
12 筆頭代表理事（～R7年6月） 松下　正直 ㈱足利銀行 取締役会長
13 筆頭代表理事 （R7年7月～） 藤井　昌一 藤井産業㈱ 代表取締役社長
14 代表理事 （～R7年6月） 喜谷　辰夫 トヨタカローラ栃木㈱ 代表取締役会長
15 代表理事 （R7年7月～） 清水　和幸 ㈱足利銀行 取締役頭取
16 委員 阿由葉　寛 （社福）足利むつみ会 理事長
17 委員 荒井　貴大 ㈱セレモニー宝典 代表取締役（R7年４月～）

18 委員 石川　尚子 オリオンコンピュータ㈱ 代表取締役
19 委員 板橋　信行 ㈱板通 代表取締役社長
20 委員 伊東　明彦 放送大学栃木学習センター 所長　（～R7年4月）
21 委員 石見　多恵 ㈱プリオウエディングスT＆S 取締役社長　（～R7年3月）

22 委員 奥澤　健二 奥澤産業㈱ 代表取締役社長
23 委員 奥山　浩司 日本プラスター㈱ 代表取締役
24 委員 川口　篤史 ㈱川口鉄筋建設 取締役会長
25 委員 川口　正人 明治安田生命保険(相) 宇都宮支社長
26 委員 川嶋　健市 ㈱北研 相談役
27 委員 来嶋　理恵 大和証券㈱　宇都宮支店  支店長
28 委員 喜谷　悠大 トヨタカローラ栃木㈱ 代表取締役社長
29 委員 齋藤　貞大 フタバ食品㈱ 代表取締役社長
30 委員 斎藤　英樹 邦和理工㈱ 代表取締役　（～R7年9月）

31 委員 酒井　　誠 ㈱酒井建築設計事務所 代表取締役社長（～R8年2月）

32 委員 神宮　　厚 日神工業㈱ 代表取締役（R7年４月～）

33 委員 鶴見　　智 小山工業高等専門学校 校長　（R7年5月～）
34 委員 野上　裕平 ㈱花のギフト社 取締役マネージャー（～R6年12月）

35 委員 橋本　　徹 ハシモ㈱ 代表取締役社長
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№ 委員会役職 氏　　名 企業名 役職名
36 委員 益子　博美 ㈱花のギフト社 代表取締役社長（～R7年6月）

37 委員 宮田　めぐみ サンクレール㈱ 代表取締役
38 委員 村上　龍也 ㈱村上 代表取締役
39 委員 屋代　郁夫 ㈱サンテック 取締役副社長
40 委員 箭内　明仁 第一生命保険㈱　栃木支社 支社長　（～R7年４月）

41 委員 湯澤　隆司 ㈱ユザワ 代表取締役
42 委員 吉田　恭平 ㈱ダイニチ総合プランニング 代表取締役
43 委員 吉原　正博 ㈱カナメ 代表取締役社長
44 委員 渡邊　　弘 作新学院大学　作新学院大学短期大学部 学長
45 事務局 須賀　憲夫 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R6年度）
46 事務局 菅俣　宗良 （公社）栃木県経済同友会 専務理事（R7年度）
47 事務局 手塚　隆之 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R6年度）
48 事務局 荒井　　大 （公社）栃木県経済同友会 事務局長（R7年度）
49 事務局 鈴木　清隆 （公社）栃木県経済同友会 マネジャー（R6年度）
50 事務局 大毛　清美 （公社）栃木県経済同友会 マネジャー（R7年度）
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